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Abstract 
Initial capital costs of bottom-mounted offshore wind farms are analyzed by using an engineering 

model considering water depth, distance of coast and number of turbines. The parameters in the 
engineering model are identified with detailed cost data of a standard wind farm. The initial capital costs 
of the existing bottom-mounted offshore wind farms calculated by the engineering model and a parametric 
model are compared with the existing cost data in Europe. The engineering model shows a good 
agreement with the existing data by taking account of the size increase effect of wind turbine and 
construction vessels, the parametric model underestimates some existing data. Scenarios for the initial 
capital cost reduction in Japan are discussed. 
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１．はじめに 

東日本大震災以降，再生可能エネルギーの導入拡大

が喫緊の課題として広く認識されるようになった．

2011 年に環境省が公表した「平成 22 年度再生可能エ

ネルギー導入ポテンシャル調査」1) によると，風力エ

ネルギーの導入ポテンシャルは 18 億 8 千万 kW で，そ

の内の 16 億 kW を洋上風力エネルギーが占める．これ

は太陽光（非住宅）の 1 億 5 千万 kW の 10 倍以上，地

熱・中小水力 1400 万 kW の 100 倍以上であり，洋上風

力発電の普及が期待されている．山口と石原 2)は，メ

ソスケール気象モデルを用いた風況予測手法を提案し，

関東地方沿岸における水深 20~200m，離岸距離

10~30km の海域に，東京電力の 2005 年度年間電力販

売量の 14％に相当する 39.32TWh/year の導入ポテンシ

ャルが存在することを明らかにし，この海域を対象と

して今後の技術開発および詳細な計画の立案を行うこ

とが妥当であることを示した． 

実際の再生可能エネルギーの導入拡大には，導入ポ

テンシャルの存在に加えて，事業採算性が確保される

必要がある．そこで，2012 年に，我が国は固定価格買

取制度を導入し，事業採算性を確保することによって，

再生可能エネルギーの導入および規模効果や技術開発

による発電コストの低下を促している．買取価格の設

定は，一般に実績値を基に行われる．例えば，2012 年

に，陸上風力エネルギーの買取価格は，建設費と運転

維持費の実績値を基に，税引き前内部収益率 8%を満

たすよう 22 円/kWh に設定された 3)． 

一方，洋上風力エネルギーの買取価格は，国内に実

績が少ないために設定が見送られてきた．千葉県銚子

沖および福岡県北九州沖における実証研究 4)や民間の

事業計画が開始したことを受け，2014 年に初めて，フ

ィージビリティスタディ 5)~8)による建設費と運転維持

費の評価値を基に，税引き前内部収益率 10%を満たす

よう 36 円/kWh に設定された 9)．しかし，この評価値

は，水深 30m 以内の海域を対象としており，中水深・

大水深に対して十分かは不明である．洋上風力の開発

が進む英国では，Crown Estate（以下，CE）が標準的

な中水深大規模ウィンドファームの詳細な建設費のコ

ストデータを，提供しているが 10)，環境条件と建設費

の関係が分からないため，日本の評価に用いることが

できない． 環境条件と建設費の関係を明らかにするた

めには，コストモデルの構築が必要となる． 
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Table 1 Engineering model for the evaluation of ICC 

項目 モデル パラメータの定義 

(1) 風力発電機設備費   NPbPaWTC rWTWT  ｒ  (1) 
WTa , WTb  : 発電機の増加係数 

(2) 支持構造物設備費 

NPsRateLtπDSSC SSSSSS   

 4,max 2
SSSSSSSS eDphdDphcD 

SSSSSS gDphft   

202  DphLSS  

(2) 

(3) 

(4) 

(5) 

SSc , SSd , SSe  
SSf , SSg  

: 半径の増加係数 

: 厚みの増加係数 

(3) アレイケーブル設備費 NDWTCACC AC   (6) ACC  : アレイケーブル単価 

(4) 送電ケーブル設備費 ECEC NDTCCECC   (7) ECC  : 送電ケーブル単価 

(5) 変電所設備費   rOFTSONTS PCCTSC   (8) ONTSC  

OFTSC  
: 陸上変電所の設備費 
: 洋上変電所の設備費 

(6) 工事費  itransport,iiinstall,ivessel,mob TTCACIC   (9) 

mobC  
A  

ivessel,C  

iinstall,T  

itransport,T  

: 回航費 
: 船の大きさを表す係数 
: 建設船の日当り単価 
: 設置船の供用日数 
: 輸送船の供用日数 

(7) 港湾費 NCPC port   (10) portC  : 1 基あたり港湾費 

(8) 設計・調査費 ICCCDC design   (11) designC  : 設計・調査費の建設費に 
対する比率 

コストモデルは，パラメトリックモデルとエンジニ

アリングモデルに大別される．パラメトリックモデル

では，十分な実績データを基に回帰分析法を用いて，

コスト要素とパラメータとの関係をモデル化する．我

が国では，陸上風力発電所の建設費のパラメトリック

モデルを，実績値の回帰分析により建設地点の平均標

高・最大傾斜角・仮設道路の整備距離・送電線の整備

距離をパラメータとして構築している 11)．米国の

National Renewable Energy Laboratory (NREL) では，陸

上風力の発電コスト削減を目的に，実績値の回帰分析

により，定格出力を変数とした建設費のパラメトリッ

クモデルを提案している 12) ．欧州の European 

Environment Agency (EEA) では，洋上風力エネルギー

の導入可能量評価を目的に，実績値の回帰分析により

水深と離岸距離を変数とした建設費のパラメトリック

モデルを構築している 13)．しかし，パラメトリックモ

デルは，日本の洋上風力では十分な実績がないため適

用できない． 

エンジニアリングモデルでは，構造解析等の手法に

よる重量評価を用いて，コスト要素とパラメータとの

関係をモデル化する手法である．実績がない技術のコ

ストモデル構築に優れているとともに，コスト決定要

因の技術要素と経済要素を明確に分けて論じることが

可能となる．欧州の Opti-OWECS というプロジェクト

では，洋上風力発電所の最適化設計を目的に，初めて

エンジニアリングモデルを構築した 14)．最近では，欧

州で WindSpeed というプロジェクトが実施され，北海

の環境変数を考慮した洋上風力発電所の建設費を評価

することを目的に，詳細なエンジニアリングモデルを

提案している 15)．エンジニアリングモデルは日本への

適用も可能であるが，コストモデルのパラメータの値

を明らかにする必要がある． 

そこで，本研究では，環境条件を考慮したエンジニ

アリングモデルを用いて着床式洋上風力発電所の建設

費の評価モデルを構築するとともに，CE10)から提供さ

れた欧州における標準ウィンドファームの詳細なコス

トデータからエンジニアリングモデルのパラメータを

同定する．従来のパラメトリックモデル EEA と比較す

るとともに，欧州の実績値を用いて，構築したエンジ

ニアリングモデルの精度検証を行う．次に，日本にお

ける洋上風力発電所のフィージビリティスタディおよ

び実証研究の実績値を用いて，日本に適用できるエン

ジニアリングモデルのパラメータを同定するとともに，

構築したエンジニアリングモデルを用いて洋上風力発

電所の事業採算性評価を行い，今後日本における洋上

風力発電の導入促進の方策について論じる．  
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２．建設費のエンジニアリングモデルの構築と検証 

2.1 建設費のエンジニアリングモデルの構築 

水深，離岸距離，規模を考慮した着床式洋上風力発

電所の建設費 ICC (Initial Capital Cost) のエンジニアリ

ングモデルを，欧州で開発されたエンジニアリングモ

デル Windspeed15）を参考に本研究で提案した式と併せ

て Table 1 に示す．エンジニアリングモデルに用いた入

力パラメータを Table 2 に示す．Windspeed では，港と

建設地点の距離，洋上変電所と陸上変電所の距離など

の詳細な入力パラメータを設定できるようになってい

るが，本研究では，洋上風力発電所の特性を論じるた

めに，Windspeed のモデルを簡略化し，パラメータを

同定できるようにした． 

風力発電機設備費は，大型化により MW あたりのコ

ストが増加することが知られている．NREL は部品毎

に詳細なパラメトリックモデルを提案しているが 12)，

本研究では簡易式を提案した．支持構造物設備費は，

Windspeed では詳細な設計データに基づき，重量評価

をしているが，本研究では洋上風力発電所の一般的な

特性を論じるために，半理論解を提案した．以下に本

研究では構築したモデルの詳細を述べる． 

 

Table 2 Input parameter of the engineering model 

入力パラメータ 記号 単位 

水深 Dph m 

離岸距離 DTC km 

風車基数 N Number 

定格出力 Pr MW 

風車間隔 DWT km 

鋼材価格 PsRate /tones 

送電ケーブル本数 NEC Number 

 

(1) 風力発電機設備費WTC  風車の出力は長さの 2

乗に，重量，機器コスト，及び荷重は長さの 3 乗に比

例する．しかし，実際の重量は，軽量化や新しい制御

技術の導入により，長さのおよそ 2 乗に比例して増加

している 16), 17)．従って，本研究では，MW あたり風力

発電機コストを定格出力 Pr の比例関数として式(1)に

より表わした． 

 

(2) 支持構造物設備費SSC  モノパイル式支持構造

部の設備費は，重量の関数として式(2)により評価した．

このとき， SSD は，支持構造物の直径， SSL は長さ， SSt

は厚みである．直径 SSD は，Tempel18)により提案され

たモノパイルの直径 SSD ，水深 Dph，風車タワーおよ

び支持構造物の固有振動数 f の関係式を用い，f は共振

を避けるためにほぼ一定であることを利用して，直径

と水深との関係式(3)を導出した．詳細な導出は参考文

献 19 を参照されたい．また，打込み時の耐力保持のた

めに，直径の最小値を 4m と仮定した．Fig.1 に示すよ

うに，3.6MW 風車の代表的な諸元を仮定して導出した

パラメータを用いた直径の評価値は実績値 20)~26)とよ

く一致した．鋼材の厚み tSSは，水深の増加に応じて曲

げ応力に耐えるよう増加するため，本研究では水深に

比例して増加すると仮定して，式(4)により評価した．

長さ SSL は，実績値を参照し，簡単に水深より 10m 深

い長さを打ち込み，風車タワーとモノパイルの接続部

を LAT+10m と仮定し，式(5)により評価した． 
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Fig. 1 Comparison of predicted and existing substructure 
diameter changing with water depth 

(3) アレイケーブル設備費 ACC  アレイケーブル

の設備費は，ケーブル長さ LACにケーブル単価 CACを

乗じることにより評価することができる 15)．ケーブル

長さは，風車基数 N と風車間隔 DWT によるが，発電

所ごとに風車間隔が異なるため，高精度のモデルを作

ることは難しい 15)．本研究では，簡単に風車基数に風

車間隔を乗じて評価した．CE に記載されている風車

間隔 1kmを仮定した時のケーブル長さ LACの評価値を

実績値 27)と比較した結果を Fig. 2 に示し，よい精度が

得られていることが分かる．ケーブル単価 CACは定数

とし，式(6)を提案した． 
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Fig. 2 Comparison of predicted and existing array cable 
length changing with turbine number 
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(4) 送電ケーブル設備費 ECC  送電ケーブル設備

費は，ケーブル長さ LEC とケーブル単価 CECを乗じる

ことにより評価することができる 15)．発電所ごとに変

電所の位置やケーブル本数が異なるため，高精度のモ

デルを作ることは難しい 15)．送電ケーブル長さは洋上

変電所と陸上変電所の距離に一致するが，本研究では，

洋上風力発電所の一般的な特性を論じるために，離岸

距離に一致させた．送電ケーブル本数 NECを 2 本と仮

定した．LECの離岸距離に対する評価値を実績値 27)と

比較した結果を Fig. 3 に示す．バラツキがあるものの，

傾向が捉えられていることが分かる．ケーブル単価

CECは定数とし，式(7)を提案した． 
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Fig. 3 Comparison of predicted and existing export cable 

length changing with distance to coasts 

 

(5) 変電所設備費 TSC  陸上変電所，洋上変電所の

設備費は定数と仮定し，式(8)を提案した．また，

100MW 以上のウィンドファームで，洋上変電所が建

設されるとした．洋上変電所について Windspeed は電

気設備，支持構造部に分け，詳細な見積もりを行って

いる 15)． 

 

(6) 工事費 IC  工事費は，Windspeed を参考に，回

航費，輸送費，設置費を評価し，式(9)を提案した． 

回航費は，変動が大きいため，Windspeed では，建

設船の初期資本費の 1%として評価しているが，本研

究では簡単のためゼロとした．  

輸送費および設置費は，設置物 i ごとに，建設船の

日当り単価 Cvessel,i に輸送日数 Ttransport,i および設置日数

Tinstalll,iを乗じることによって評価した． 

建設船の日当り単価 Cvessel,iは，日本の積算資料 28)に

よると積載重量やクレーン吊上げ能力を指標とした船

の大きさに比例して増加させている．欧州の代表的な

風力発電所専用の建設船の諸元 29)を基に，クレーン吊

上げ能力の比例関数として，建設船の日当り単価の比

例係数 A を Table 3 に示すように設定した．また船の

適用条件は，実績値 30)を基に，水深，風車の定格出力，

基数に応じて，Table 3 に示すように設定した． 

輸送日数 Ttransport,iは，Windspeed では，設備の製作工

場から建設拠点港までの距離を考慮せず，建設拠点港

から建設地点までの距離を有義波高 2.5m 以下の環境

条件の下，4knot（1.64m/s）で輸送するとして評価して

いる．本研究では，簡単に建設地点の離岸距離を 4knot

で輸送するとした．設置日数 Tinstalll,iは，地域の気象条

件に応じて異なる． 

 

Table 3 Description of work vessels 

船の大きさ 小 中 大 

水深 0-20m 20-40m 20-60m 

クレーン 230t 400t 900t 

比率 A 0.26 0.44 1 

適用条件 Dph≦20m 

Pr≦3MW 

 N≦100 

Dph≦20m 

Pr>3MW 

N≦100 

Dph>20m 

Pr>3MW 

N>100 

 

(7) 港湾費 PC  一般に港湾費は 1 日 1m3あたりの

使用料が決まっている．使用面積は基数に応じて増加

すると考えられるため，1 基あたりの港湾使用料をパ

ラメータとして，式(10)を提案した． 

 

(8) 設計・調査費 DC  設計・調査費は，一般に発

電所の規模に応じて増加すると考えられるため，建設

費に対する割合をパラメータとして，式(11)を提案し

た． 

(9) パラメータ同定  Fig.4 に示す欧州における標

準的なウィンドファームのコストデータ CE10)を用い

て，構築したエンジニアリングモデルのパラメータを

同定した．CE は，5MW 風車 100 基からなり離岸距離

80km に位置する大規模ウィンドファームを想定して

いる．  

風力発電機設備費
支持構造物設備費
アレイケーブル設備費
送電ケーブル設備費
変電所設備費
工事費
港湾費
設計・調査費

43.4%

21.7%1.4%

4.3%

6.5%

17.4%

0.9% 4.3%

 
Fig. 4 Cost structure of cost data by Crown Estate 
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2.2 建設費のエンジニアリングモデルの検証 

本節では，欧州における洋上風力発電所の実績デー

タを用いて，従来のパラメトリックモデル EEA と比較

するとともに，本研究で構築したエンジニアリングモ

デルの予測精度を検証した． 

パラメトリックモデル EEA は，コスト要素を，風力

発電機設備，支持構造物設備，設置費，連系設備，そ

の他に分解し，回帰分析法により各コスト要素を離岸

距離と水深の関数としてモデル化し，基準値を

1800Euro/kW として，Table 4 のように係数として示し

ている．  

本研究は，鋼材価格は 28 万円/tone，送電ケーブル本

数は2本，風車間隔は1kmと仮定して評価した．水深，

離岸距離，基数の値は参考文献 27 から引用した．  

各モデルの精度は推定誤差の自乗和の平方根 RMSE

（Root Mean Square Error）を用いて評価した．  

    2/1 datadatamodel XxxnRMSE     (12)  

ここで， modelx はモデルにより評価された建設費， datax

は建設費の実績値， dataX は建設費の実績値の平均を

表し，n は検証に用いた発電所の数である．Fig. 5 には，

実績値 33) に対する各モデルの評価値を示す． 

建設費が 40 万円/kW 以下の発電所では，RMSE は，

パラメトリックモデルで 0.26，エンジニアリングモデ

ルで 0.22 と同程度の評価精度であった．大規模ウィン

ドファームのコストデータ CE より評価したエンジニ

アリングモデルのパラメータを用いて，浅水深ウィン

ドファームの建設費を精度良く評価できたことから，

エンジニアリングモデルの有用性が示された． 

建設費が 40 万円/kW 以上の発電所では，RMSE は，

パラメトリックで 0.36，エンジニアリングモデルで

0.13 と，エンジニアリングモデルの精度が向上した．

これは，パラメトリックモデル EEA が 2000 年代前半

の建設費の実績値を基に構築されたため，2000 年代後

半に生じた風車と建設船の大型化を考慮できていない

ことに起因する．諸条件の変化がパラメータに影響を

及ぼす洋上風力発電所では，パラメトリックモデルで

は考慮しきれないパラメータが出現する可能性がある

ため，エンジニアリングモデルが有用であることが分

かった． 

Table 4 Initial capital cost model by EEA8) 

0-10 10-20 20-30 30-40 40-50 50-100 100-200 >200

10-20 1 1.022 1.043 1.065 1.086 1.183 1.408 1.598

20-30 1.067 1.09 1.113 1.136 1.159 1.262 1.501 1.705

30-40 1.237 1.264 1.29 1.317 1.344 1.464 1.741 1.977

40-50 1.396 1.427 1.457 1.487 1.517 1.653 1.966 2.232

D
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Fig. 5 Comparison of predicted ICC by engineeing and 
parametoric models and exisiting one 

 
 

３．洋上風力発電所の建設費の特性 

3.1 欧州における建設費の特性 

 Fig. 6 には，本研究で構築したエンジニアリングモ

デルを用いて欧州の洋上風力発電所の建設費と環境条

件との関係を示す．支持構造物の設備費が水深に応じ

て連続的に，建設船の日当り賃料が建設船の大型化に

より不連続的に増加する（Fig. 6(a)）．また送電ケーブ

ルの設備費が離岸距離に応じて増加することが分かる

（Fig. 6(b)）．さらに， 1 基あたりの船の回航費等の固

定費が風車の基数に応じて減少する（Fig. 6(c)）．設置

費用が風力発電機，支持構造物の設置日数に比例して

増大するため，風車および支持構造物の設置日数が建

設費に与える影響が大きいことが分かる（Fig. 6(d)）． 

 Fig. 7 には欧州における洋上風力発電所の建設費の

水深および離岸距離との関係を示す．プロットの大き

さが MW あたり建設費を表す．水深 0~15m，離岸距離

0~20km の海域 A では，建設費が安価であるが，岸に

近いため，大規模な開発ができず，風車の平均基数は

39 基となっている．水深 15～30m，離岸距離 10～40km

の海域 B では，岸から遠く，良い風況が期待できるた

め，大規模な開発が可能であり，風車の平均基数は 92

基となっている．一方，水深の増加により支持構造物

の設備費および風力発電機・支持構造物の設置日数が

増加するため，水深 30~50m，離岸距離 40~70km の海

域 C では，大型風車を採用し，支持構造物もジャケッ

ト式やトリパイル式となっている．洋上風力発電所の

開発が海域 A から C へと進んでいく際には，大型風力

発電機および大型基礎を採用し，MW あたり建設費の

削減を行っている． 
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Fig. 6 Variation of initial capital cost with environmental 

factors 
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Fig. 7 Group for the evaluation of ICC with water depth and 
distance to coast 
 

3.2 日本における洋上風力発電所の事業採算性評価 

日本における洋上風力発電所の建設費の特徴を明らか

にするために，CE が示す欧州における標準ウィンド

ファームの建設費（170 円/￡換算）と NEDO による旭

市沖におけるフィージビリティスタディ(税込)および

銚子沖実証研究の建設費の実績値（税抜）との比較を

Table 5 に示す．設備費については，CE と旭市沖では

開発海域の違いがあるに関わらず，ほぼ変わらない．

銚子沖は実証研究であるため，設備費が高くなってい

る．一方，工事費は，旭市沖は水深が浅いが，欧州に

比べ高い．銚子沖は欧州の約 6 倍高くなっている． 

本研究では，Table5 に示す旭市沖 FS および銚子沖

実証研究の実績値を用いて，日本における浅・中水深

および大水深におけるパラメータを評価した． 

Table 5 Comparison of ICC between Japan and Europe 
 CE 旭市沖 FS34) 銚子沖実証 34)

規模 5MW×100 基 2MW×50 基 2.4MW×1 基

水深 20-40m 15m 10m 

設備費 37.4 万円/kW 32 万円/kW 44.8 万円/kW 

工事費 13.6 万円/kW 26.8万円/kW 80.2 万円/kW 

総額 53 万円/kW 59 万円/kW 139 万円/kW

  構築したエンジニアリングモデルと評価したパラメ

ータを用いて，日本の洋上風力発電の事業採算性を，

税引き前内部収益率（IRR）を指標に，代表的な海域

別に評価した．Table 6 に示すように，小水深，中水深，

大水深およびそれぞれに対応する離岸距離を設定した．

各海域における環境条件は次のように設定した．設備

利用率は各海域に代表される値を設定した．稼働率は，

欧州の洋上風力発電所の実績値の平均値を参考にした
35)~37)．運転維持費は経済産業省の資料を用いて設定し

た 38)．建設費は，構築したエンジニアリングモデルを
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用いて評価した．減価償却は 20 年定額法で算出し，固

定資産税は日本で現在適用されている税率 1.4％を用

いた 11)．撤去費は，IEA の試算にならい，建設費の 5％

を仮定した 39）．洋上風力エネルギーの買取価格は，36

円/kWh と仮定した． 

Table 6 の値を用いて評価した税引き前 IRR を Fig. 8

に示した．小水深においては 10%の税引き前 IRR を確

保できるが，中水深・大水深では確保できないことを

明らかにした．税引き前 IRR10%を達成するには，中

水深で 43 円/kWh，大水深で 58 円/kWh の買取価格が

必要となる． 

そこで，中水深では建設船を整備し設置日数を半分

にしたと仮定し，大水深では設置日数を半分にすると

ともに港湾を整備したと仮定した場合に，中水深と大

水深の建設費はそれぞれ 64 万円/kW と 72 万円/kW に

低下すると設定した．この建設費を用いて税引き前の

IRR を評価した結果を Fig. 8 の白棒に示す．税引き前

IRR は中水深では 10％近くまで，大水深では 8％まで

改善する．大水深では，さらに風車の大型化，支持構

造物の最適化，運転管理維持費の低減といったコスト

削減が求められることが分かる． 

建設船および港湾の整備には大きな初期投資が必要

であり，投資には風力発電の大規模導入が前提となる

ため，国の導入目標の設定が望まれる． 

Table 6 Environmental factors and ICC 

Shallow Middle Deep

Dph 15m 30m 60m

DTC 10km 20km 30km

N 40基 100基 160基

Pr 2MW 2MW 2.4MW

CF 30% 35% 35%

Avail. 94% 94% 94%

ICC 52万円/kW 79万円/kW 110万円/kW

O&M 1.95万円/kW/年 2.2万円/kW/年 2.7万円/kW/年

減価償却法

固定資産税率

撤去費

1.40%
20年定額法

建設費の5%  
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Fig. 8 Pre-tax IRR in Japan 

４．結論 

本研究では，エンジニアリングモデルを用いて洋上

風力発電所の建設費を評価すると共に，日本における

洋上風力発電所の導入促進の方策について論じ，以下

の結論を得た． 

1) 水深，離岸距離，ウィンドファームの規模を考慮し

たエンジニアリングモデルを構築するとともに， 構

築したエンジニアリングモデルと従来のパラメトリ

ックモデルにより洋上風力発電所の建設費を算出し，

欧州の実績データを用いて，その精度検証を行った．

その結果パラメトリックモデルに比べ，エンジニア

リングモデルは，風車や建設船の大型化の効果を考

慮できるために，予測精度が向上することを示した．  

2) 構築したエンジニアリングモデルおよび日本にお

ける洋上風力発電所の実績およびフィージビリティ

スタディのデータを用いて，日本における洋上風力

発電所の事業性評価を水深別に行い，中水深および

大水深の開発を促進するためには，インフラの整備

が重要であることを明らかにした．  
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